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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高につきましては、消費税等は含まれておりません。 

３．第22期中の持分法を適用した場合の投資利益につきましては、投資利益が発生していないため記載しており

ません。 

４．純資産の算定につきましては、第24中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

５．発行済株式総数につきましては、平成17年５月20日付をもって1株につき5株の割合で株式分割を行っており

ます。 

なお、第23期中及び第23期の１株当たり中間（当期）純利益金額は、株式分割が期首に行われたものとして

計算しております。 

６．第22期中より自己株式の取得をしたため、自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり

純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の各

数値の計算については、発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。 

 ７．従業員数につきましては就業人員数であります。なお、第22期より従業員数の100分の10以上となったた

め、平均臨時雇用者数を記載しております。 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 9,600,026 12,822,336 12,247,952 22,751,958 27,065,000 

経常利益（千円） 431,327 570,709 445,992 1,244,454 1,353,378 

中間（当期）純利益（千円） 240,463 322,075 250,947 706,997 771,621 

持分法を適用した場合の投資利益

（△損失）（千円） 
－ 12,183 14,134 △2,158 24,366 

資本金（千円） 330,625 330,625 330,625 330,625 330,625 

発行済株式総数（株） 26,000 130,000 130,000 26,000 130,000 

純資産額（千円） 2,771,384 3,558,320 4,255,318 3,362,067 4,079,516 

総資産額（千円） 8,972,951 11,113,378 11,318,451 11,148,517 12,320,590 

１株当たり純資産額（円） 107,655.83 28,080.39 33,385.78 131,124.34 31,946.34 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
9,278.07 2,543.17 1,968.96 26,167.53 5,901.18 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
9,230.63 2,505.15 1,952.91 25,924.75 5,822.89 

１株当たり配当額（円） － － － 4,000.00 800.00 

自己資本比率（％） 30.9 32.0 37.6 30.2 33.1 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△367,449 741,019 229,457 296,723 951,257 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△142,394 △68,919 △35,270 △193,792 △120,595 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△205,293 △190,666 △115,403 △373,684 △221,350 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
719,536 1,645,352 1,852,013 1,163,919 1,773,230 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

139 

(－)

166 

(23)

175 

(20)

151 

(15)

173 

(22)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）従業員数につきましては、就業人員数であり、臨時雇用者数は、中間会計期間の平均人員数を（ ）外数で記載

しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 175（20） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間期における我が国の経済は、原油価格や原材料価格の高騰によるコスト上昇要因などの懸念材料はあるも

のの、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加、雇用・所得環境の改善などを受け個人消費も堅調に推移し、

総じて景気は回復基調で推移いたしました。 

当社の属する医療業界は、厚生労働省により高齢化社会に対応した質の高い医療の提供が実現できる体制構築が

図られる一方、悪化する医療保険財政立て直しのため、概ね２年に１回診療報酬の見直しが進められ、その一貫と

して特定保険医療材料の償還価格が引き下げられており、直近では平成18年４月に償還価格の引き下げが実施され

ております。また、医療の安全性確保に向けた施策の一環として、医薬品や医療機器等の安全対策が強化されてお

ります。更に、平成18年10月からは、高所得高齢者の医療費負担割合の引き上げや医療施設における領収書発行の

完全義務化など医療業界を取り巻く環境は加速度的に変化を増しております。 

このような流れを受けて当社の顧客である医療施設においては、医療の安全性を一層重視するようになる一方で

効率性やコストに対する意識が高まってきており、従来に比べてニーズが多様化しております。当社をはじめとす

る医療機器販売業者は、このような顧客の多様なニーズを的確に捉え質の高いサービスを提供することと同時に、

償還価格下落により販売価格が低下していることや、医療機器の安全対策にも対応を迫られております。また、Ｓ

ＰＤ（注１）の台頭や他業種からの新規参入をはじめとした業界再編のうねりが高まり、結果として企業間競争は

厳しさを増しております。 

このような状況のもと当社は、メディカル機器事業、メディプラン事業、メディカルネットワーク事業の３事業

の相互連携を強めることで、全社一丸となって営業力の強化と管理体制の強化を図ることによって業容の拡大に努

めてまいりました。 

この結果、当中間期における当社全体の売上高は12,247,952千円（前期比4.5％減少）、経常利益は445,992千円

（前期比21.9％減少）、中間純利益は250,947千円（前期比22.1％減少）となりました。  

（注１）「ＳＰＤ」＝ Supply Processing and Distribution 

医療材料の物品管理を中央化及び外注化することにより医療現場の物品管理の効率を図ること、また、その受託

会社 

    事業別の業績は、次のとおりであります。 

＜メディカル機器事業＞ 

平成18年４月に償還価格の引き下げがあったものの、提案営業の強化とサービスの品質向上に一層注力すること

で、既存顧客の満足度を高めるよう努力するとともに、新規顧客の獲得に傾注いたしました。 

 その結果、取引量は拡大傾向にあるものの、償還価格の引き下げに伴う販売価格の下落や高付加価値医療機器販

売の伸び悩み等の影響により当事業の売上高は11,663,458千円（前期比3.4％減少）、売上総利益は1,534,048千円

（前期比5.0％減少）となりました。 

＜メディプラン事業＞ 

医療施設の新築・増改築などを総合的にサポートし、顧客に最適なプランを提供することで、適正な利益を確保

することに注力してまいりました。また、高付加価値商品である大型医療機器等の販売に傾注するとともに、第３

四半期以降の販売獲得に向けて営業活動を実施してまいりました。 

 この結果、当事業の売上高は562,226千円（前期比20.8％減少）、売上総利益は31,307千円（前期比52.3％減

少）となりました。 

＜メディカルネットワーク事業＞ 

厚生労働省では、医療費抑制政策の一環として医療現場のＩＴ化による効率化・省力化を推進しております。当

社といたしましては、そのようなニーズにこたえるべく、医療用画像のデジタル化・ネットワーク化を実現した

「ＴＣＳ」の販売及びメンテナンス契約の獲得に注力するとともに、当社独自商品である「ＷｉｎＣＤＭＳ」（注

２）の販売獲得に向けて営業活動を実施してまいりました。 

この結果、当事業の売上高は 22,267千円（前期比40.0％減少）、売上総利益は7,891千円（前期比32.3％減少）

となり、売上高及び売上総利益は前期を下回る結果となりましたが、売上総利益率は4.0ポイント改善いたしまし

た。 

（注２）「ＷｉｎＣＤＭＳ」＝カテーテルを使用した検査・治療データを管理するデータベースソフト 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間期末における現金及び現金同等物の期末残高は1,852,013千円となり前年中間期末と比べ206,660千円の

増加（前中間期末比12.6％増加）となりました。 

当中間期末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。  

営業活動によるキャッシュ・フローは、229,457千円となり前年中間期と比べ511,561千円の減少となりまし

た。この主な要因は仕入債務の減少額が増加したこと等によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、△35,270千円となり前年中間期と比べ33,648千円の増加となりまし

た。この主な要因はその他投資活動による支出が減少したこと等によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、△115,403千円となり前年中間期と比べ75,262千円の増加となりまし

た。この主な要因は自己株式の取得による支出がなくなったこと等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は卸売業であり生産を行っておりませんので、該当事項はありません。 

(2）商品仕入実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 （注）１．当社における受注による販売は、メディプラン事業における医療施設工事のみでありますので、上記には当

該金額を記載しております。 

２．上記の金額は販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

    （注）１．前中間会計期において主要な取引先であった(株)メディセオホールディングスは、平成17年10月1日

に商号変更し、（株）メディセオ・パルタックホールディングスとなっております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

メディカル機器事業 9,937,632 94.3 

メディプラン事業 530,919 82.5 

メディカルネットワーク事業 14,239 50.4 

合計 10,482,790 93.5 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

メディプラン事業 40,150 18.6 30,650 27.4 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

メディカル機器事業 11,663,458 96.6 

メディプラン事業 562,226 79.2 

メディカルネットワーク事業 22,267 60.0 

合計 12,247,952 95.5 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

(株)メディセオ・パルタックホー

ルディングス 
1,397,203 10.9 1,462,000 11.9 

(株)メディセオメディカル 1,787,106 13.9 1,399,447 11.4 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社のメディカル機器事業は、多品種・少量の商品を取扱っているため、物流に係る事務作業が大変煩雑になって

おります。この煩雑な事務作業を効率化し、コスト削減を目指し、更に改正薬事法への対応を図るため、19期より物

流システムの開発を進めてまいりました。 

当該システムは、ロット管理を可能にする物流システムと物流システムからの情報を有効に活用する販売管理シス

テムから構成され、その特長は、商品の入庫・出庫・納品・棚卸時等に、商品に貼付されたバーコードをＰＤＡ（バ

ーコードリーダーを搭載した情報携帯端末）で読み取ることにより、会計処理を含めた業務自体の削減・効率化と売

上漏れや在庫損失等の事故発生を未然に防止するチェック機能を実現するものであります。また平成17年４月１日に

施行された改正薬事法における高度管理医療機器のロット管理、並びに、商品の使用期限の管理につきましても、バ

ーコードの情報から自動的にシステム上でチェック・管理されます。また属人的になりがちな商品管理の質も、従前

と比較しますと高いレベルで均一化されます。 

開発の状況といたしましては、物流管理システムはすでに完成し、有効に稼動しております。一方、販売管理シス

テムは平成18年４月より本格稼動いたし現在に至っておりますが、運用に伴うカスタマイズと営業活動に活用する管

理帳票等の作成を若干残しております。 

なお、当期における研究開発費はありませんでした。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成15年６月27日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使または、消却してない新株予約権の目的たる株

式の数においてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と合併を行う場合、当社が株式交換を行い完全親会社となる場合、または、当社が会社分

割を行う場合で、当社が必要と認めた場合においては、上記ただし書の規定を準用する。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 470,000 

計 470,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月14日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 130,000 130,000 
ジャスダック 

証券取引所 
－ 

計 130,000 130,000 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個）                    393                    388 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）       1,965（注）１.     1,940（注）１. 

新株予約権の行使時の払込金額（円）    37,940（注）２. 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成20年12月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     37,940 

資本組入額    18,970 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３.      同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
 同左 

代用払込みに関する事項  －  － 



２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価格で新株式の発行（新株予約権の行使にともなう株式の発行を除く。）を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日後に当社が他社と吸収合併もしくは、新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または

当社が他社と株式交換を行い、完全親会社となる場合、当社は必要と認められる払込金額の調整を行う。 

３．新株予約権の行使の条件 

①権利行使時に当社または当社子会社及び関連会社の取締役、監査役または従業員として在籍しているこ

とを要する。 

②新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。 

③新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続は認めない。 

④その他権利行使の条件は、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところとする。 

４. 平成17年２月14日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付で１株を５株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

    調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年４月１日 

～ 

 平成18年９月30日 

－ 130,000 － 330,625 － 196,875 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

秋沢 英海 東京都新宿区 40,844 31.42 

グリーンホスピタルサプライ

株式会社 
大阪府吹田市桃山台5-20-1 8,000 6.15 

ウイン・インターナショナル

社員持株会 
東京都台東区台東4-24-8 4,616 3.55 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1  4,000 3.08 

古川 國久 大阪府吹田市 4,000 3.08 

株式会社ウイン・インターナ

ショナル 
東京都台東区台東4-24-8  2,541 1.95 

 日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内1-6-6 

日本生命証券管理部内 
2,500 1.92 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 2,000 1.54 

鴇田 金光 千葉市美浜区 2,000 1.54 

三田上 浩美 千葉県柏市 1,776 1.37 

計 － 72,277 55.6 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,541  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  127,459 127,459 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 130,000 － － 

総株主の議決権 － 127,459 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動状況は次のとおりであります。

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

(3) 役職の異動 

  

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ウイン・ 

インターナショナル 
東京都台東区台東4-24-8 2,541 － 2,541 1.95 

計 － 2,541 － 2,541 1.95 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 105,000 105,000 89,800 92,100 81,000 72,900 

最低（円） 95,000 87,300 72,000 74,500 70,000 70,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 営業本部長 取締役  
メディカル機器営

業部長  
三田上 浩美  平成18年10月２日

取締役 

営業本部副本部長 

兼メディプラン営

業部長 

兼メディカルネッ

トワーク営業部長 

取締役  

メディプラン営業

部長 

兼メディカルネッ

トワーク営業部長

多々良 俊英  平成18年10月２日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人

により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 資産基準        1.7％ 

 売上高基準       2.4％ 

 利益基準        0.9％ 

 利益剰余金基準     0.3％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金 ※２ 1,660,852   1,867,513   1,788,730   

２．受取手形 ※５ 1,785,600   1,085,412   1,194,760   

３．売掛金   4,369,845   5,162,638   5,968,146   

４．商品   914,273   632,969   824,882   

５．繰延税金資産   87,632   70,201   90,681   

６．その他   60,631   113,194   100,247   

貸倒引当金   △1,740   △1,720   △1,670   

流動資産合計    8,877,096 79.9  8,930,210 78.9  9,965,779 80.9 

Ⅱ 固定資産            

(1）有形固定資産            

１．建物 ※1,2 363,523   349,724   358,705   

２．土地 ※２ 742,444   742,444   742,444   

３．その他 ※１ 77,131 1,183,099 10.6 74,368 1,166,537 10.3 78,694 1,179,843 9.6 

(2）無形固定資産     235,209 2.1   257,173 2.3   247,812 2.0 

(3）投資その他 
の資産            

１．投資有価証券 ※２ 633,231   775,005   737,713   

２．関係会社株式   83,500   83,500   83,500   

３．出資金   150   150   150   

４．敷金・保証金   53,530   58,189   57,899   

５．保険積立金   31,219   35,111   33,165   

６．その他   16,720   12,624   14,775   

貸倒引当金   △380 817,972 7.4 △50 964,530 8.5 △50 927,154 7.5 

固定資産合計    2,236,281 20.1  2,388,241 21.1  2,354,811 19.1 

資産合計    11,113,378 100.0  11,318,451 100.0  12,320,590 100.0 

             
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．支払手形 ※５ 2,129,407   1,678,711   1,923,780   

２．買掛金 ※２ 4,145,978   4,168,735   4,932,165   

３．一年以内返済予
定の長期借入金 ※２ 79,200   79,200   72,600   

４．未払法人税等   255,477   176,181   321,636   

５．賞与引当金   93,267   93,287   94,092   

６．その他 ※３ 126,450   130,126   155,308   

流動負債合計    6,829,781 61.5  6,326,243 55.9  7,499,583 60.9 

Ⅱ 固定負債            

１．長期借入金 ※２ 470,000   397,400   437,000   

２．退職給付引当金   99,734   118,036   107,557   

３．繰延税金負債   154,495   220,405   195,885   

４．その他   1,047   1,047   1,047   

固定負債合計    725,277 6.5  736,889 6.5  741,491 6.0 

負債合計    7,555,058 68.0  7,063,133 62.4  8,241,074 66.9 

             

（資本の部）            

Ⅰ 資本金    330,625 3.0  － 

  

－  330,625 2.7 

Ⅱ 資本剰余金            

資本準備金   196,875   
  

－   196,875   

資本剰余金合計    196,875 1.8  
  

－ 

  

  
－  196,875 1.6 

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金   17,500   
  

－   17,500   

２．中間（当期） 
未処分利益   2,933,845   

  

－   3,375,954   

利益剰余金合計    2,951,345 26.5  
  

－ 

  

－  3,393,454 27.5 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    307,781 2.8  

  

－ 

  

－  370,515 3.0 

Ⅴ 自己株式    △228,306 △2.1  
  

－ 

  

－  △211,954 △1.7 

資本合計    3,558,320 32.0  
  

－ 

  

－  4,079,516 33.1 

負債資本合計    11,113,378 100.0  
  

－ 

  

－  12,320,590 100.0 

                



 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  330,625 2.9  － － 

２．資本剰余金            

 資本準備金   －   196,875   －   

資本剰余金合計    － －  196,875 1.8  － － 

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   17,500   －   

(2）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －   3,485,558   －   

利益剰余金合計    － －  3,503,058 30.9  － － 

４．自己株式    － －  △176,814 △1.6  － － 

株主資本合計    － －  3,853,743 34.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

  その他有価証券評価
差額金 

   － －  401,574 3.6  － － 

評価・換算差額等合計    － －  401,574 3.6  － － 

純資産合計    － －  4,255,318 37.6  － － 

負債純資産合計    － －  11,318,451 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    12,822,336 100.0  12,247,952 100.0  27,065,000 100.0 

Ⅱ 売上原価    11,129,977 86.8  10,674,704 87.2  23,489,866 86.8 

売上総利益    1,692,359 13.2  1,573,247 12.8  3,575,134 13.2 

 Ⅲ  販売費及び 
 一般管理費    1,118,093 8.7  1,121,766 9.1  2,214,460 8.2 

営業利益    574,265 4.5  451,480 3.7  1,360,673 5.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１  10,176 0.1  8,419 0.0  17,555 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  13,731 0.1  13,907 0.1  24,850 0.1 

経常利益    570,709 4.5  445,992 3.6  1,353,378 5.0 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  924 0.0  － － 

Ⅶ 特別損失 ※４  1,287 0.1  525 0.0  4,722 0.0 

税引前中間 
（当期）純利益    569,422 4.4  446,391 3.6  1,348,656 5.0 

法人税、住民税 
及び事業税   250,408     171,752     584,794     

法人税等調整額   △3,061 247,347 1.9 23,691 195,444 1.5 △7,759 577,035 2.1 

中間（当期） 
純利益    322,075 2.5  250,947 2.1  771,621 2.9 

前期繰越利益    2,616,516    
  
－    2,616,516   

自己株式 
処分差損     4,746    

  
－    12,182   

中間（当期） 
未処分利益    2,933,845    

  
－    3,375,954   

             



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 

（千円） 
330,625 196,875 196,875 17,500 3,375,954 3,393,454 △211,954 3,709,000 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当（千円）         △101,563 △101,563   △101,563 

役員賞与（千円）         △23,800 △23,800   △23,800 

中間純利益（千円）         250,947 250,947   250,947 

自己株式の処分（千円）         △15,980 △15,980 35,139 19,159 

株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 

（千円） 

                

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 109,603 109,603 35,139 144,743 

平成18年９月30日残高 

（千円） 
330,625 196,875 196,875 17,500 3,485,558 3,503,058 △176,814 3,853,743 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高 

（千円） 
370,515 370,515 4,079,516 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（千円）     △101,563 

役員賞与（千円）     △23,800 

中間純利益（千円）     250,947 

自己株式の処分（千円）     19,159 

株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 

（千円） 

31,058 31,058 31,058 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
31,058 31,058 175,802 

平成18年９月30日残高 

（千円） 
401,574 401,574 4,255,318 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー      

税引前中間（当期） 
純利益   569,422 446,391 1,348,656 

減価償却費   44,921 44,295 92,027 

賞与引当金の増加額 
(△減少額)    10,447 △805 11,272 

退職給付引当金の増加額   6,421 10,479 14,245 

貸倒引当金の増加額 
（△減少額）   △148 50 △548 

受取利息及び受取配当金   △4,004 △3,206 △7,511 

支払利息   10,576 11,731 20,954 

投資有価証券売却益    － △924 － 

投資有価証券評価損   － － 1,554 

新株発行費   2,238 － 2,238 

レイアウト変更費用   1,177 490 3,031 

売上債権の減少額 
（△増加額）   691,751 914,856 △315,708 

たな卸資産の減少額 
（△増加額）   △143,525 133,175 △117,469 

その他流動資産の減少額
（△増加額）   20,299 △13,818 △9,761 

仕入債務の増加額 
（△減少額）   △165,268 △1,000,598 406,620 

その他流動負債の増加額
（△減少額）   30,907 △18,458 58,224 

役員賞与の支払額   △34,000 △23,800 △34,000 

その他営業活動による 
増減額   58,734 58,841 122,093 

小計   1,099,953 558,699 1,595,920 

利息及び配当金の受取額   4,832 4,377 6,077 

利息の支払額   △10,449 △11,068 △20,775 

事務所移転費用の支払額   △608 － △608 

レイアウト変更費用 
の支払額   △1,177 △490 △3,031 

法人税等の支払額   △351,530 △322,059 △626,324 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー   741,019 229,457 951,257 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー      

有形固定資産の取得 
による支出   △20,723 △19,641 △36,495 

無形固定資産の取得 
による支出   △30,341 △25,455 △57,389 

保険積立金の積立 
による支出   △1,945 △1,945 △3,891 

その他投資活動 
による支出   △49,402 △4,973 △57,520 

その他投資活動 
による収入   33,494 16,745 34,701 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー   △68,919 △35,270 △120,595 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー      

長期借入金の返済 
による支出   △39,600 △33,000 △79,200 

自己株式の取得 
による支出   △52,994 － △52,994 

自己株式の減少 
による収入    5,691 19,159 14,606 

株式の発行による支出   △2,238 － △2,238 

配当金の支払額   △101,524 △101,563 △101,524 

財務活動による 
キャッシュ・フロー   △190,666 △115,403 △221,350 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額   － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額   481,433 78,783 609,310 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高   1,163,919 1,773,230 1,163,919 

Ⅶ 現金及び現金同等物 
の中間期末（期末）残高   1,645,352 1,852,013 1,773,230 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

①時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。）を採用しておりま

す。 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。）を採用しておりま

す。 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。）を採用しておりま

す。 

 ②時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

②時価のないもの 

同左 

②時価のないもの 

同左 

 (2)たな卸資産 

商品 

 移動平均法による低価法を

採用しております。 

(2)たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 

10～50年 

その他 

５～15年 

  

  

  

  

  

  

  

  

     ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）については定額

法によっております。 

    

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアに

つきましては社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法、市場販売目的のソフ

トウェアにつきましては見込

有効期間（３年）に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費   

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

新株発行費   

――――――― 

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当中間期末における退

職給付債務の見込み額に基づ

き計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務の見込み額に基づき計

上しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジによっておりま

す。また、為替予約取引につ

いては、為替変動リスクのヘ

ッジについて振当処理の要件

を満たしている場合には振当

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左  

    ヘッジ対象：外貨建予定取引   

 (3）ヘッジ方針 

為替予約取引は、円貨によ

る支払額を確定させることが

目的であり、リスクは発生し

ておりません。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引については、

外貨建による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ振

当てているため、その後の為

替相場の変動による相関関係

は完全に確保されており、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資からな

っております。 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 ――――――― 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は4,255,318千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

―――――――  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  190,733千円         240,505千円          217,173円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

定期預金 7,500千円

建物 246,326 

土地 607,969 

投資有価証券 73,000 

計 934,796 

定期預金      7,500千円

建物     241,906 

土地    607,969 

投資有価証券 89,600 

計 946,975 

定期預金 7,500千円

建物       244,248 

土地 607,969 

投資有価証券 77,400 

計 937,117 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

買掛金 948,146 

一年以内返済予

定の長期借入金 
79,200 

長期借入金  470,000 

計 1,497,346 

買掛金       766,727 

一年以内返済予

定の長期借入金 
      79,200 

長期借入金      397,400 

計 1,243,327 

買掛金 969,115千円

一年以内返済予

定の長期借入金 
72,600 

長期借入金 437,000 

計 1,478,715 

※３ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債のその他に含めて表示

しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債のその他に含めて表示

しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

――――――― 

４ 当社においては、資金効率の向上及び

財務体質の改善を図ることを目的に、取

引銀行５行との間で当座貸越契約及び特

定融資枠契約（コミットメントライン）

を締結しております。 

当中間会計期間末における当座貸越契

約及び特定融資枠契約（コミットメント

ライン）に係る借入金未実行残高等は次

のとおりであります。 

４ 当社においては、資金効率の向上及び

財務体質の改善を図ることを目的に、取

引銀行５行との間で当座貸越契約及び特

定融資枠契約（コミットメントライン）

を締結しております。 

当中間会計期間末における当座貸越契

約及び特定融資枠契約（コミットメント

ライン）に係る借入金未実行残高等は次

のとおりであります。 

４ 当社においては、資金効率の向上及び

財務体質の改善を図ることを目的に、取

引銀行５行との間で当座貸越契約及び特

定融資枠契約（コミットメントライン）

を締結しております。 

当事業年度末における当座貸越契約及

び特定融資枠契約（コミットメントライ

ン）に係る借入金未実行残高等は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額及

び特定融資枠契約

（コミットメント

ライン）の総額 

3,100,000千円

借入実行残高 － 

差引額 3,100,000 

当座貸越極度額及

び特定融資枠契約

（コミットメント

ライン）の総額 

  3,100,000千円

借入実行残高 － 

差引額 3,100,000 

当座貸越極度額及

び特定融資枠契約

（コミットメント

ライン）の総額 

3,100,000千円

借入実行残高 － 

差引額 3,100,000 

※５ 中間期末日満期手形 

      ――――――― 

※５ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。 

   受取手形          212,656千円 

    支払手形           96,528千円 

※５ 期末日満期手形    

      ――――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 3,673千円

不動産賃貸収入 4,814 

受取配当金      2,787千円

不動産賃貸収入 3,345 

退職給付引当金戻入 1,280 

受取配当金      6,868千円

不動産賃貸収入 8,159 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 10,576千円

新株発行費 2,238 

支払利息     11,731千円

和解金 2,000 

  

支払利息     20,954千円

新株発行費 2,238 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

――――――― 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

  

投資有価証券売却益      924千円

※３ 特別利益のうち主要なもの  

 ――――――― 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

レイアウト変更費用 1,177千円 レイアウト変更費用      490千円 レイアウト変更費用      3,031千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 25,504千円

無形固定資産 12,483 

長期前払費用 6,933 

有形固定資産     23,462千円

無形固定資産 14,606 

長期前払費用 6,226 

有形固定資産       53,429千円

無形固定資産 26,857 

長期前払費用 11,740 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式数の減少505株は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

 ２．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

    該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 130,000 － － 130,000 

合計 130,000 － － 130,000 

自己株式     

普通株式（注） 3,046 － 505 2,541 

合計 3,046 － 505 2,541 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 101,563 800 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,660,852 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△15,500 

現金及び現金同等物 1,645,352 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,867,513 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△15,500 

現金及び現金同等物 1,852,013 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,788,730 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△15,500 

現金及び現金同等物 1,773,230 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

(有形固定資産) 
その他（車両及
び運搬具） 

84,905 48,070 36,835 

(有形固定資産) 
その他（工具、
器具及び備品） 

17,001 8,319 8,681 

無形固定資産 24,493 22,072 2,420 

合計 126,400 78,462 47,937 

  

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

(有形固定資産)
その他（車両及
び運搬具） 

51,629 27,232 24,396

(有形固定資産)
その他（工具、
器具及び備品）

14,728 6,747 7,980

無形固定資産 2,000 1,853 146

合計 68,357 35,833 32,523

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

(有形固定資産)
その他（車両及
び運搬具） 

71,892 35,167 36,725

(有形固定資産)
その他（工具、
器具及び備品）

16,828 8,303 8,524

無形固定資産 2,000 1,653 346

合計 90,720 45,124 45,596

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 29,824千円

１年超 34,522千円

合計 64,347千円

１年内      14,593 千円

１年超 21,334 千円

合計 35,927 千円

１年内 21,334千円

１年超 29,494千円

合計 50,829千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 21,885千円

減価償却費相当額 15,590千円

支払利息相当額 6,202千円

支払リース料 13,161 千円

減価償却費相当額   9,635 千円

支払利息相当額 2,595 千円

支払リース料 40,275千円

減価償却費相当額 30,085千円

支払利息相当額 8,723千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 2,488千円

１年超 6,766千円

合計 9,254千円

１年内   11,059千円

１年超   20,203千円

合計 31,263千円

１年内 6,565千円

１年超 13,222千円

合計 19,788千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 64,741 583,677 518,936 

合計 64,741 583,677 518,936 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 3,500 

関連会社株式 80,000 

その他有価証券   

非上場株式 49,554 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 49,927 727,005 677,077 

合計 49,927 727,005 677,077 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 3,500 

関連会社株式 80,000 

その他有価証券   

非上場株式 48,000 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 65,003 689,713 624,710 

合計 65,003 689,713 624,710 

  貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 3,500 

関連会社株式 80,000 

その他有価証券   

非上場株式 48,000 



（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

  

（持分法損益等） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計が

認められる為替予約取引のみであるため、デ

リバティブ取引の契約額等、時価及び評価損

益の開示を省略しております。 

なお、当中間会計期間末において為替予約

残高はありません。 

同左 

  

当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計が

認められる為替予約取引のみであるため、デ

リバティブ取引の契約額等、時価及び評価損

益の開示を省略しております。 

なお、当事業年度末において為替予約残高

はありません。 

  前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額（千円） 80,000 80,000 80,000 

持分法を適用した場合の投資の金額

（千円） 
90,024 115,514 101,787 

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
12,183 14,134 24,366 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

 平成17年５月20日付けをもって１株につき

５株の割合で株式分割を行なっております。

なお、１株当たり中間純利益は、株式分割が

期首に行われたものとして計算しておりま

す。 

 また、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 28,080円39銭

１株当たり中間純利益 2,543円17銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
2,505円15銭

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 １株当たり純資産額  １株当たり純資産額 

 21,531円16銭  26,224円86銭 

 １株当たり中間純利益  １株当たり当期純利益 

 1,855円61銭  5,233円50銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 

 1,846円12銭  5,184円95銭 

  

１株当たり純資産額 33,385円78銭

１株当たり中間純利益

金額 
1,968円96銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
 1,952円91銭

  

 平成17年５月20日付をもって１株につき５

株の割合で株式分割を行っております。な

お、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額は株式分割

が期首に行われたものとして計算しておりま

す。 

 また、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額    31,946円34銭

１株当たり当期純利益

金額 
    5,901円18銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
    5,822円89銭

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額  26,224円86銭 

１株当たり当期純利益金

額  
 5,233円50銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額  
 5,184円95銭 

  
前中間会計期間 

 （自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
 （自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 322,075 250,947 771,621 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 23,800 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (23,800) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
322,075 250,947 747,821 

期中平均株式数（株） 126,643 127,451 126,723 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

普通株式増加数（株） 1,922 1,047 1,704 

（うち新株予約権） (1,922) (1,047) (1,704) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

―――――― ―――――― ―――――― 

前中間会計期間 
 （自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
 （自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――――― ―――――――――― ―――――――――― 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第23期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月15日

株式会社ウイン・インターナショナル   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 弘行 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 牧野 隆一 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ウイン・インターナショナルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第23期事業年度の中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ウイン・インターナショナルの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月13日

株式会社ウイン・インターナショナル   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 牧野 隆一 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 弘行 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ウイン・インターナショナルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第24期事業年度の中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ウイン・インターナショナルの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 
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